
（注）  各四半期末のNAVを示しています。NAVは、入手可能な情報に基づく当社の想定であり、情報の正確性および完全性について保証するものではなく、監査を受けた数値に基づくものではありません。NAVの推移は、将来の数値を保証するものではなく、また、ソフトバンクグルー
プの普通株式を含むいかなる有価証券の価値や投資判断を示唆するものではありません。別段記載のない限り税金考慮前のデータに基づいて算出しています。NAVの算出において、保有株式価値およびソフトバンクグループの純負債は、いずれもアセットバック・ファイナンスに
おける満期決済金額または借入金を除きます。

* ヤフー（現 LINEヤフー）は2019年6月にソフトバンクの子会社になりました。
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「情報革命」に投資し、NAVの最大化を目指す

2014年
アリババがニューヨーク証券取引所に上場

2016年
Armを買収

2013年
スプリント（現 Tモバイル）を買収

2023年
ArmがNasdaq Global Select Marketに上場

2017年
SVF1始動

2018年
ソフトバンクが東京証券取引所に上場

2025年
OpenAIに300億米ドルの追加出資を実行

2019年
SVF2始動

NAV（Net Asset Value）とLTV（Loan to Value）

2026年3月末現在

NAV（Net Asset Value）は、「保有株式価値－ソフトバンクグループの調整後純有利子負債（純負債）」で

算出される、ソフトバンクグループの価値を測る最も重要な指標です。ソフトバンクグループは、保有株式価

値の増大を通じて、NAVを中長期的に最大化することを目指しています。

2006年
ボーダフォン日本法人（現 ソフトバンク）を買収

2004年
日本テレコム（現 ソフトバンク）を買収

2000年 
アリババに出資

2005 2010 2015 2020 2025 （年度）

保有株式価値と純負債の算出前提は22ページをご覧ください。

保有株式価値

48.3兆円

ソフトバンクグループの
純負債

8.2兆円 40.1兆円
NAV

（Net Asset Value）

SVF1/SVF2/LatAm

ソフトバンク
Tモバイル

Arm

ヤフー*
アリババ

その他

NAV

40.1兆円

2026年3月末現在

2000
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

LTV：安定的な財務運営を測る重要指標
LTV（Loan to Value）は、「ソフトバンクグループの調整後純有利子負債（純負債）÷保有株 

式価値」で算出される財務指標です。ソフトバンクグループは、通常時にはLTVを25%未満で

運営し、異常時でも35%を上限とする方針を定めています。25%未満のLTVは非常に安全性

の高い水準であり、負債に対して保有株式価値が十二分にある状態を示しています。

ソフトバンクグループの
純負債 保有株式価値 LTV

（Loan to Value）

保有株式価値 ソフトバンクグループの純負債
0%

17.0%

8.2兆円

保有株式価値に対する純負債の割合（LTV）：2026年3月末現在
100%

LTV
17.0% 

（注） 各四半期末のLTVを示しています。

（注） 保有株式価値およびソフトバンクグループの純負債は、いずれもアセットバック・ファイナンスにおける満期決済金額または借入金を
除きます。

大型投資の実行と
LTV管理を両立

保有株式価値と純負債の算出前提は22ページをご覧ください。

48.3兆円

NAV（Net Asset Value）とLTV（Loan to Value）

2021 2022 2023 2025 （年度）2024

Q4 Q4 Q4 Q4Q4 Q1 Q1 Q1 Q1Q1 Q2 Q2 Q2 Q2Q2 Q3 Q3 Q3 Q3Q3

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

35.0%
（異常時）

25.0%
（通常時）

17.0% 15.9%
14.5%

8.0% 7.8%

18.7%

15.0%

10.6%
12.5%

21.6%

18.2%

11.5%
12.9%

17.0% 16.5%

20.6%20.4%

11.0%

8.4%

18.0%
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

保有株式価値と純負債の算出前提
2026年3月末現在

純負債保有株式価値
48.3兆円
保有株式価値

純負債

NAV

8.2兆円

40.1兆円

LatAm

Arm

ソフトバンク

SVF1

SVF2

Tモバイル

その他

19.1兆円

2.8兆円

3.4兆円

17.2兆円

1.0兆円

4.6兆円

ソフトバンク：ソフトバンクグループの保有株式数 × 同社株価 – 
同社株式を活用したマージンローンの負債残高相当額

SVF1：SVF1のNAVに対するソフトバンクグループの持分 + 成功
報酬の見込み金額等

SVF2：SVF2のNAVに対するソフトバンクグループの持分等

LatAm：LatAmのNAVに対するソフトバンクグループの持分 + 成
功報酬の見込み金額等

Tモバイル：ソフトバンクグループの保有株式数 × 同社株価 – 同社
株式を活用した先渡売買契約（カラー契約）の満期決済金額（同社
株価で算出）

Arm：ソフトバンクグループの保有株式数に相当する米国預託証
券数 × 同証券の株価 – 同社株式を活用したマージンローンの負
債残高相当額

その他：以下 (a) + (b) + (c)
(a) 上場株式：ソフトバンクグループの保有株式数に各株式の株価
を乗じて算出

(b) 非上場株式：ソフトバンクグループが保有する未上場株式等の
公正価値（公正価値で測定していない株式等はソフトバンクグ
ループのBS上の簿価）に基づいて算出

(c) SB Northstar：SB NorthstarのNAVに対するソフトバンクグ
ループの持分。ただし、SB Northstarの純有利子負債はソフト
バンクグループの純有利子負債に含まれるため、同社NAVの
算出には含めない

• 純負債 = ソフトバンクグループの純有利子負債
• ソフトバンクグループの純有利子負債 = 連結純有利子負債 – 独
立採算子会社等の純有利子負債 – その他調整

• 連結純有利子負債には銀行子会社（PayPay銀行およびLINE 
Bank Taiwan）の銀行業の預金および手元流動性を含まない

• 独立採算子会社等の純有利子負債：Arm、SVF1、SVF2、LatAm
およびソフトバンク（同社子会社を含む）等の独立採算子会社等
の有利子負債合計から手元流動性を減算

• その他調整：以下(d)～(h)の調整額の合計
 (d) ハイブリッド債およびハイブリッドローンのうち、償還期限の

あるものは連結会計上全額が有利子負債に計上されるため
50%を有利子負債から控除

 (e) ハイブリッド債のうち償還期限のない永久債は連結会計上全
額が資本計上されているため50%を有利子負債に算入

 (f) Arm株式を活用したマージンローンの負債残高相当額を 
控除

 (g)  ソフトバンク株式を活用したマージンローンの負債残高相当
額を控除

 (h) Tモバイル株式を活用した先渡売買契約（カラー契約）に係る
株式先渡契約金融負債を控除

（注） 本ページにおけるソフトバンクグループは、投資または資金調達を行う100%子会社を含みます。

0.1兆円
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ASI時代に向けた成長戦略
当社は創業以来、「情報革命で人々を幸せ

に」という経営理念の下、情報技術の発展を

成長機会として捉え、人類と社会への貢献を

目指してきました。1981年の創業時にソフ

トウエア卸売業を開始して以降、情報革命の

中心がパソコンからインターネット、ブロード

バンド、スマートフォンへと移り変わる中、当

社は常に時代の変化を見据え、社会や人々

のライフスタイルを変革するサービスの創出と、

それを支えるプラットフォームの構築に取り

組んできました。パソコンの本格普及を見据

え、ソフトウエアの流通基盤や情報提供基盤

を整備し、インターネットの到来をいち早く捉

え、「Yahoo! JAPAN」を核にオンラインサー 

ビス基盤を構築しました。ブロードバンドの

時代には、「Yahoo! BB」を通じて高速・常時

接続のインターネット通信環境を低価格で提

供し、ブロードバンドの普及を加速しました。

スマートフォンの時代には、インターネットの

中心がパソコンからスマートフォンへ移行す

る流れを見据え、ネットワークや端末ラインアッ

プを強化することで、インターネットをより身

近に利用できる環境を整備しました。こうし

た情報技術の発展を支える取り組みを通じて、

グループの構成を最適化しながら、自己変革

を重ね、持続的な成長を実現してきました。

現在、情報革命の中心はAIへと移行して

います。とりわけ生成AIの進化により、AIの

役割は、文章や画像などの生成にとどまらず、

情報の検索・分析、意思決定の支援、業務プ

ロセスの自動化などへと広がっています。今

やAIは、人の指示に応じて答えを返すだけで

なく、複雑な課題を整理し、必要な情報やツー

ルを用いながら作業を進める存在へと進化し

つつあります。当社は、この進化が将来的に

はASI（Artificial Superintelligence：人間の

知能をはるかに超えた人工知能）の実現に至

ると考えています。

当社は、ASIの実現により、産業や社会の

在り方が大きく変わる時代を見据えています。

そのような時代には、AIモデルの高度化に加

え、それを支える計算能力、AIを大規模かつ

安定的に稼働させるインフラ、そしてAIを現

実世界で活用していくための技術が不可欠

になります。

こうした認識の下、当社は、AIの進化と社

会実装を支えるAIモデル、AIチップ、AIイン

フラ、フィジカルAIの4つを戦略上の重点領

域と位置付け、各領域において積極的に投

資・事業活動を推進するとともに、各領域内お

よび領域間の連携を通じて、シナジーの創出

を図っています。AIモデルは新たな価値創出

の起点となり、その高度化は膨大な計算需要

を生み出します。その需要に応えるのがAIチッ

プであり、多数のAIチップを大規模かつ安定

的に運用するためのAIデータセンターや電

力供給などを含むAIインフラが不可欠です。

さらに、フィジカルAIは、AIの活用領域をデ

ジタル空間から現実世界の作業やサービス

へと広げ、新たな用途と需要を創出します。

当社は、これらの領域における取り組みを

通じてAI時代の成長機会を着実に捉えると

ともに、独自の「群戦略」の下、各グループ会

社・投資先の自律的な成長と相互連携を促し

ていきます。これにより、保有株式価値の増

大、ひいてはNAVの中長期的な最大化を目

指します。

ASIの時代に向けて

「群戦略」については8ページをご覧ください。

情報革命の中心の変遷

AIモデル AIチップ

AIインフラ フィジカルAI

PC

インターネット

ブロードバンド

スマートフォン

AI
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ASIの時代に向けて

務プロセスの変革まで、幅広い領域で活用さ

れる基盤へと進化しています。

このように、OpenAIは、最先端モデルを

生み出す研究開発能力と、「ChatGPT」を通

じた大規模なユーザー基盤を兼ね備えていま

す。個人による利用を起点に広がったAI活

用は、開発者や企業の業務プロセスにも浸透

しつつあり、企業活動を支える基盤へと進化

しています。当社は、AIが未来をかたちづく

る決定的な力となりつつある中、OpenAIが

今後もAI分野における中核的な存在であり

続けると考えています。

こうした認識の下、当社は2024年9月の

初回出資を皮切りにOpenAIへの投資を進

め、2025年度末現在における累計投資額は

346億米ドルとなりました。さらに2026年2

月には300億米ドルの追加出資を決定し、本

追加出資の完了時には、当社のOpenAIに

対する累計出資額は646億米ドル、持分比率

は約13％となる見込みです。

これらの出資を通じて、当社はOpenAIの

研究開発の加速とエコシステムの拡大を後押

しするとともに、長期的なパートナーシップを

強化しています。また、ソフトバンクグループ

および国内通信子会社であるソフトバンクは、

OpenAIとともに、日本企業向けに法人向け

AIソリューション「クリスタル・インテリジェンス」

を展開するため、合弁会社 SB OAI Japan

を設立しました。2026年6月には、SB OAI 

Japanは、OpenAIの高度なAI技術とソフト

バンクの運用ノウハウを組み合わせたサイバー

セキュリティー対策ソリューション「Patching 

as a Service」の日本国内での提供開始を発

表しました。こうした連携を通じて、当社は

日本企業へのAI導入を加速させるとともに、

OpenAIのエンタープライズ領域における成

長を後押ししていきます。

エッジからクラウドに至るまで、AIの処理

には膨大な計算を実行するAIチップが不可

欠です。当社には、その計算能力の実現を支

える半導体関連企業群があります。

その中核である半導体企業のArmのテク

ノロジーは、スマートフォン、IoT、自動車、デー

タセンターなど、多様な分野で採用されてい

ます。モバイル向け半導体 IPの設計会社とし

て出発した同社は、制約のある環境下でも高

い性能と電力効率を両立する IP設計を強み

としてきました。膨大な電力を要するデータ

センターでは、電力効率の重要性が一段と高

まっており、同社の強みが発揮される領域は

広がっています。こうした中、2026年3月には、

IP設計にとどまらず、データセンター向けチッ

プの設計・販売へと事業領域を拡大しました。

また、当社には、Armに加え、AI向け半導体

チップの設計・開発で実績のあるGraphcore

や、2025年11月に100％子会社化を完了し

たAmpereなどの半導体関連企業がありま

す。Ampereの買収により約1,000名の熟練

エンジニアが加わったことで、当社の半導体

設計能力のさらなる強化が期待されます。

AIモデルのさらなる高度化や、拡大する推

論需要に対応するためには、それを支えるAI

データセンターと電力供給の整備・確保が不

可欠です。当社は、AIインフラをAIの進化を

支える重要な領域と位置付けています。

こうした中、2025年1月、当社は、OpenAI

のために米国内で新たなAIインフラを構築

する「Stargate Project」をOpenAIなどと

共同で発表しました。その一環として、2026

年1月には当社子会社のEnergy Globalが

OpenAIと戦略的パートナーシップを締結し、

米国テキサス州ミラム郡における1.2GW規

模のAIデータセンター計画において、電力・

通信接続設備などを備えたデータセンター

AIモデルは、大量のデータを学習し、そこ

に含まれるパターンや関係性を捉えることで、

新たな入力に対して予測や判断、生成などを

行う、AIの中核を成すシステムです。文章の

作成や要約、翻訳、質問への回答、ソフトウ

エア開発の支援、データ分析、画像・音声を

含む多様な情報の処理など、AIモデルの活

用領域は急速に広がっており、人々の生活や

企業活動におけるAI活用の可能性を大きく

押し広げています。

最先端のAIモデルの研究・開発・展開を行

うOpenAIは、AIモデルの性能向上に継続

的に取り組むとともに、その成果をチャット形

式のAIツール「ChatGPT」やAPI*1、企業向

け製品を通じて、個人や開発者、企業へ広く

展開しています。特に「ChatGPT」は、2022

年の一般公開以降、多くの人が生成AIに触

れるきっかけとなり急速に普及し、週間アク

ティブユーザーは9億人超、個人向けサブス

クライバーは5,000万人超に達しています*2。

さらに、OpenAIは、画像生成やソフトウエ

ア開発、ヘルスケア、企業向けAIエージェン

トなど、用途に応じた製品・サービス群の拡

充を進めています。これにより、同社のAIモ

デルは、個人の日常的な利用から、開発者に

よるアプリケーション構築、企業における業

AIチップ

AIインフラ

AIモデル

*1  API（Application Programming Interface）：ソフトウエア
やシステム間でデータや機能を連携するための仕組みです。
APIを通じて、開発者や企業がOpenAIのAIモデルを自社
サービス等に組み込んで利用することが可能となります。

*2  週間アクティブユーザー数および個人向けサブスクライバー
数は2026年3月31日付のOpenAIによるブログ発表に基
づきます。
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ASIの時代に向けて

の最大のAIインフラ投資となります。また

当社は、この取り組みを加速するため、フラ

ンスの電気機器・産業オートメーション大手、

Schneider Electricと提携し、ダンケルク港

に大規模な産業拠点を設立します。同拠点

は、当社が運営するエンクロージャー製造施

設と、Schneider Electricが運営するデータ

センター向け電力モジュール統合施設の2つ

で構成され、当社のフランスにおけるAIイン

フラの開発・運営を支える重要な産業基盤と

なることが期待されます。

当社は、これらのプロジェクトが大規模な

資金を要することを踏まえ、外部資金を活用

することで自己資金の負担を抑制しつつ、AI

の活用拡大を支えるインフラの構築を着実に

推進していきます。

フィジカルAIは、AIがセンサーなどを通じ

て現実世界を認識し、ロボットや自動運転車

などの自律マシンを通じて判断を動作へと移

す技術です。これまでAIの活用は、文章や

画像の生成、情報の分析、業務判断の支援

など、主にデジタル空間で広がってきました。

今後、AIが現実世界で人やモノ、環境の変化

を捉えながら動作できるようになれば、製造

や物流、サービス、モビリティーなど幅広い

産業分野で、これまで自動化が難しかった作

業の高度化や新たな価値の創出につながる

ことが期待されます。

この分野での取り組みを加速するため、当

社は、2025年、グループ内の複数のエンティ

ティーに分散していたロボティクス関連投資

のうち約20社を、中間持株会社であるロボ

HDの傘下に集約しました。これにより、各投

資先の技術、人材、事業基盤を必要に応じて

横断的に連携させ、シナジー創出を最大化す

る体制を整えています。

さらに2025年10月、当社はABBのロボ

ティクス事業を買収する最終契約を締結しま

した。同事業は、世界の四大産業用ロボット

メーカーの一角として、50カ国以上に展開す

る強固な販売チャネルと幅広い顧客基盤、累

計50万台を超えるロボット出荷実績を有し、

高い信頼性と性能を備えた製品・ソリューショ

ンを世界規模で提供しています。本買収は

2026年後半に完了する見込みです。

ABBのロボティクス事業の買収完了後は、

同事業が有するロボティクスプラットフォーム、

専門知見、各地域での事業基盤と、ロボHD

に集約された当社既存のロボティクス関連投

資先の技術基盤を組み合わせることで、当社

はロボティクス領域における取り組みを加速

させていきます。これにより、フィジカルAIの

普及と進化をリードし、ASI時代を見据えた

事業基盤の強化を図ります。

用建屋の建設を進めています。

また、2026年3月、米国エネルギー省（DOE）

および米国商務省（DOC）は、当社、Energy 

GlobalおよびAEP Ohioとともに、米国オハ 

イオ州パイクトンの「PORTS Technology 

Campus」において、10GW規模の発電設備

と10GW規模のAIデータセンターを開発す

る官民連携プロジェクトを発表しました。この

うち9.2GW規模の発電設備の整備計画は、

日米政府間の合意に基づく総額5,500億米

ドル規模の「戦略的投資イニシアティブ」の対

象の一つです。

加えて、2026年5月、当社は、フランスに

おいて5GW規模のAIデータセンターを開

発・運営する計画を発表しました。投資額は

最大750億ユーロとなり、当社による欧州で

フィジカルAI

2026年3月20日 PORTS Technology Campus起工式の様子
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Arm CEOメッセージ

AI需要を捉えたArmのビジネスモデル拡張と成長戦略
Armの技術を搭載したチップの出荷に応じ
て顧客企業が支払うロイヤルティー料です。
チップはライセンス取得から開発、量産、出
荷まで長い時間を要するため、現在獲得して
いるライセンス契約は将来のロイヤルティー
収入につながる収益基盤となります。また、
多くのチップは10年以上生産されるため、ロ
イヤルティー収入も長期にわたり継続します。
このビジネスモデルの事業成長は、半導体
市場の拡大、各市場でのArmのシェア拡大、
チップの高度化・複雑化という３つの要因に
よって牽引されています。特にチップの高度
化・複雑化は、デバイス1台当たりのArm技
術の利用拡大につながり、チップ当たりのロ
イヤルティーの上昇をもたらします。AIの急
速な普及に伴い、より高度で複雑なワークロー
ドへの対応が求められる中、顧客企業による
Armの最新アーキテクチャー「Armv9」や、
複数のArm技術を組み合わせたコンピュート・
サブシステム（CSS）の採用も拡大しています。
これらは中長期的なロイヤルティー単価の上
昇に寄与する重要な要素です。
こうした強固な収益基盤に加え、Armは新
たな戦略フェーズへと移行しています。2025

年度には、ビジネスモデルを拡張して完成品
チップの開発・販売にも踏み出し、まずはAI

ワークロードに対応するデータセンター向け

Armは、スマートフォン、データセンター向
けサーバー、自動車、IoT製品など何十億も
のデバイスを支える基盤技術を提供する、世
界で最も広く使われているコンピュート・プラッ
トフォームです。その成長を支えるのは、テク

CPU「Arm AGI CPU」を発表しました。これ
は、顧客企業におけるArmの統合型ソリュー
ションへの需要拡大に応える、Armのプラッ
トフォーム戦略の自然な進化です。

Arm初のチップ製品となる「Arm AGI 

CPU」は、AIデータセンターに求められる性
能、スケール（大規模運用への対応力）、エネ
ルギー効率を高水準で実現する設計となっ
ています。複雑でコストのかかる自社チップ
の開発を行わずに、高性能かつエネルギー効
率の高いコンピュートを導入したいという顧
客ニーズに応えます。一般的なクラウド処理、
GPUなどのAIアクセラレータと組み合わせ
るAIヘッドノード、エージェント型AIアプリケー
ションなど、性能、スケール、エネルギー効率
が重視される幅広いワークロード向けに最適
化されています。

ノロジーデザインをライセンス提供し、Arm

ベースのCPU搭載チップの出荷に応じてロ
イヤルティー収入を得る、拡張性の高いビジ
ネスモデルです。

Armの収益源は主に2つあります。一つ
は、顧客企業が自社チップの開発のために
Armのテクノロジーへアクセスする対価とし
て支払う前払いのライセンス料、もう一つは、

新たなチップ事業を通じた
ビジネスモデルの拡張

レネ・ハース  Rene Haas

ソフトバンクグループ（株）取締役
Arm Holdings plc, CEO and Director
SoftBank Group International, CEO

「Arm AGI CPU」
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今後の見通しとして、Ａｒｍは IPおよびCSS

事業とチップ事業の双方の力強さを反映した
5年間のガイダンスを示しています。2030年
度には年間売上高約250億米ドルを見込み、
その内訳は IP・CSS関連の収入が約100億米
ドル、チップ関連の収入が150億米ドル以上
となる見込みです。この業績予想は、AI関連
市場に対する力強い需要に支えられています。

（注）
1. 本ページに記載しているArmの売上高は、Arm Holdings plc
の米国会計基準（U.S. GAAP）に基づく開示数値です。

2. 研究開発費、売上総利益率および営業利益率は、Arm 
Holdings plcが定義するNon-GAAP指標であり、それぞれ
調整後の数値を記載しています。

ロイヤルティー収入は、需要増やシェア拡
大、チップ当たりのArm技術利用数の増加
により、前年度比20.5%増の2,613百万米
ドルとなりました。特に、前世代「Armv8」か
ら最新技術「Armv9」への移行が成長を牽
引し、高性能アプリケーション領域を中心と
するCSSの採用拡大も、チップ当たりロイヤ
ルティー単価の上昇に貢献しました。また、ラ
イセンスおよびその他の収入は、次世代チッ
プ設計への需要や顧客企業のAI対応に向
けた中長期的な開発計画を背景に、「アーム・
トータル・アクセス」などの複数年契約が増加
したことにより、前年度比25.4%増の2,307

百万米ドルとなりました。こうした複数年契
約の増加は、Armの売上高見通しの上ぶれ
と長期成長にも寄与しています。
これらの成長は幅広いエンドマーケットか

2025年度業績概要

2025年度の業績は、主要エンドマーケッ
トでの堅調な需要と最新技術の採用拡大に
より、引き続き力強く成長しました。売上高
は、ロイヤルティー収入とライセンスおよびそ
の他の収入が増加し、前年度比22.8%増の
4,920百万米ドルと、過去最高を更新しました。

らもたらされています。スマートフォンおよび
消費者向けデバイスではエッジでのAIのさ
らなる浸透が需要を支えました。クラウド分
野では、ハイパースケーラーや法人顧客によ
るArmベースチップの導入が進み、引き続
きシェアを拡大しました。自動車分野も引き
続き有力な成長分野として、先進運転支援シ
ステム（ADAS）や初期段階の自動運転用途
でのコンピュート需要の高まりが追い風となっ
ています。

2025年度は引き続き長期戦略を下支えす
る研究開発投資を増やし、研究開発費は前年
度比42.6％増の1,911百万米ドルとなりまし
た。これは、次世代CPUアーキテクチャーの
開発、CSSポートフォリオの拡充、初のチップ
製品の導入を進めたことによるものです。なお、
チップ開発を含む今後のロードマップに必要

な投資の多くはすでに実行済みであり、今後
数年間の営業レバレッジ改善に向けた基盤は
整っています。また、こうした投資拡大にもか
かわらずArmは高い収益性を維持しており、
2025年度における売上総利益率は98.2%、
営業利益率は43.0%となりました。
総じて、2025年度の業績は、Armのビジ

ネスモデルの強靭性と成長ドライバーの持続
性を改めて裏付けるものであり、今後の持続
的かつ長期的な成長に向けた盤石な基盤が
整っていることを示しています。

2023年度2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2023年度2024年度2026年度 2024年度2025年度 2025年度

1,802

1,431

2,168

1,839

2,613

2,307

4,920

1,408

43.6%
46.7%

43.0%

1,871
2,115

4,007
3,233

250億米ドル
ライセンスおよびその他の収入
ロイヤルティー収入
チップ関連収入

今後5年間の売上高ガイダンス
（百万米ドル）

売上高
ロイヤルティー収入
ライセンスおよびその他の収入

Non-GAAP 営業利益 /
Non-GAAP 営業利益率

（百万米ドル）Non-GAAP 営業利益率
Non-GAAP 営業利益

Arm CEOメッセージ
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Armの成長は、3つの主要市場におけるAIの急速な普及により加速しています。これらの分野はいずれも大きな成長機会を有する拡大市場であり、Armのテクノロジーが中核的な役割を担っています。

クラウドAIは、Armのビジネスユニットの中で最も高い成長
を見せており、今後5年間の売上高成長に最も大きく寄与する
と見込まれる領域です。これには、AIの学習および推論を支え
るハイパースケール・データセンター、エンタープライズ向けイ
ンフラ、ネットワーク機器が含まれます。

AIデータセンターにおけるCPUの役割は、ますます重要に
なっています。特にAIエージェントの台頭によりワークロードが
高度化する中で、CPUの性能とエネルギー効率に対する需要
は大きく高まっています。Armの技術は、主要クラウドプロバイ
ダーにおいてすでに広く採用されており、この機会を捉える上
で優位なポジションにあります。加えて、新たなチップ戦略により、
自社でCPUチップを開発することを望まない顧客に対して高性
能かつエネルギー効率の高いCPUを提供することで、この成長
機会をさらに取り込んでいきます。

フィジカルAIには、自動運転車、ロボティクス、産業用システ
ムなど、AIが実世界の環境で動作する市場が含まれます。これ
らは新興市場であり、大きな長期的成長のポテンシャルを有し
ています。
自動車市場では、Armの技術はすでに先進運転支援システム

（ADAS）や車載インフォテインメント（IVI）で幅広く採用されて
おり、ソフトウエア定義型車両（SDV）の開発においても中核的
な存在になりつつあります。自動運転の高度化に伴い、車両1

台当たりに必要なコンピュートは増加しています。こうした需要
に対応するため、複数のArm技術を組み合わせたCSSの採用
が拡大しており、ロイヤルティー単価の上昇に寄与しています。
ロボティクス分野でも同様の傾向が見られ、高性能かつエネル
ギー効率の高いコンピュート・プラットフォームへの需要が高まっ
ています。

主要成長市場：エッジAI、クラウドAI、フィジカルAI

エッジAIには、スマートフォンやPCに加え、AIワークロード
を端末上で処理する幅広いコンシューマー向け機器や組み込
み機器が含まれます。Armはすでにこの市場で主導的な地位
を確立しており、Armの技術はスマートフォンの99%超で使用
されているほか、その他多くのコンシューマー向けデバイスでも
高いシェアを有しています。

AI機能が標準化するにつれ、より高い性能とエネルギー効率
への需要が高まっています。これが「Armv9」への移行および
CSSの採用を促進しており、これらの技術を活用することで、顧
客企業は開発期間を短縮しながら、より高度な機能を実現する
ことが可能となります。また、パーソナルAIコンピューティング
やインテリジェント・エッジ・システムといった新たなカテゴリー
への展開も期待されており、出荷台数の増加とロイヤルティー
単価の上昇の両方につながると見込まれます。

クラウドAI
データセンター・ネットワーク機器

エッジAI
スマートフォン・PC・IoT機器

フィジカルAI
自動運転車・ロボティクス

Arm CEOメッセージ
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揺るぎない信念に基づき投資し、ASI時代をリードする
は今後も続いていくと見ています。

われわれはこの大きな潮流に加え、世界経

済の底堅さからも恩恵を受ける立ち位置にあ

り、世界的なGDP成長と IPO市場の力強い

回復*2がポートフォリオの追い風となりました。

2025年度は、ファンドにとって過去2番目に

好調な年度となり、投資利益は合計459億米

ドル*3に達しました。特にSVF2は、447億米

ドルの投資利益を計上したことで、活動開始

来の累計利益が218億米ドルとなり、黒字に

転換しました。ファンド合計の累計投資額は

1,916億米ドルとなり、2025年度末現在の

ファンド累計投資成果合計額は2,369億米ド

ルになりました。また、2025年度末現在、累

計分配額は800億米ドルを超えています。リ

ミテッド・パートナー（LP）への還元にも注力し、

積極的な分配を継続していきます。

早くから一貫してAIに注力してきたわれ

われの先見性は、今まさに証明されつつあり

ます。われわれは大勢に追随しているのでは

ありません。AIが世界を大きく変えていくと

いう確信の下、AIを投資哲学の中核に据え、

長年にわたりこの分野を切り拓いてきたリー

ダーなのです。

かつてインターネットが世界の産業構造を

ASIは、今急速に現実味を帯びつつありま

す。人類史上、最も重要な技術的転換点とな

り得るこの変化を捉えようと、世界中の投資

家が競い合っています。

2025年も、AIは公開・未公開市場の双方

で圧倒的な存在感を示しました。各カテゴリー

の代表的な企業が、記録的な額の資金調達

を実現するとともに、事業面でも着実に成長

を遂げています。2025年の世界のベンチャー

キャピタル投資のうち、AI関連は過半を占め、

その投資額は前年から85%増え、過去最高

の2,110億米ドルに達しました*1。この勢い

ソフトバンク・ビジョン・ファンド CEOメッセージ

アレックス・クラベル  Alex Clavel

SoftBank Investment Advisers, CEO
SoftBank Global Advisers, CEO

ASI革命を加速する

累計投資額 累計投資成果
（公正価値＋売却額）

969
億米ドル

1,187
億米ドル

872
億米ドル

1,114
億米ドル

68億米ドル

76億米ドル

2,369億米ドル

1,916億米ドル

投資成果
2026年3月末現在

LatAm
SVF2
SVF1
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の証でもあります。

ソフトバンクグループは、すでに保有してい

るArmやAmpereに加えて、今後ABBのロ

ボティクス事業やDigitalBridgeの買収も予

定しています。われわれはグループの一員と

して、AIイノベーションの次なる局面を捉える

上で、独自のポジションを有しています。ASI

の実現に向かう中、チップアーキテクチャーから、

データセンターを支えるエネルギー、クラウド

インフラおよびエッジ、そしてAIによる物理世

界の変革に至るまで、ソフトバンクグループが

有する多層的なエコシステムとプラットフォー

ムを活かしていきます。

今、あらゆる産業が再定義されつつありま

す。それはもはや漸進的な変化ではなく、根

本からの変革です。AI関連支出は、2026年

だけで前年比44%増の2.5兆米ドルに達す

ると見込まれています*4。このような大きな

変化の中、われわれは今後も機動性と投資

規律を両立しながら、次の取り組みを進めて

いきます。

• 良好な市場環境を的確に捉え、レイトステー

ジ投資先のエグジットを着実に実行

• 各産業の未来を形づくるリーダー企業に 

投資

• 目先の機会にとどまらず、イノベーションの

長期的な潮流を見据える

同時に、地政学リスクやマクロ経済のボラ

ティリティを現実的に捉え続けます。われわ

れのポートフォリオは、さまざまな市場サイク

ルを乗り越えられるよう意図的に構築されて

います。創業者や投資先企業、そして LPに

対するコミットメントは揺るぎません。目の前

に広がる機会に、強い確信と決意をもって臨

んでいます。われわれは、ASIの未来にただ

参加しているのではありません。自らその未

来を築いているのです。

大きく変えたように、AIは今、世界中の事業

活動や業務プロセスに急速に組み込まれつ

つあり、個人や企業、公共部門や民間部門、

企業規模や産業を問わず、活用が広がってい

ます。われわれは長い間、フィンテックやロボ

ティクス、コマースなどの幅広い分野で、業

界を代表する存在へと成長しつつある企業

群に投資してきました。現在AIへ大規模に

資本が流入していることは、われわれの投資

アプローチが正しかったことを示していると

言えるでしょう。

ソフトバンクグループが世界をリードする

ASIプラットフォーマーとなることを目指す中、

ソフトバンク・ビジョン・ファンドは極めて重要

な役割を担っています。われわれはこれまで、

AIエコシステムの構築者として、強い確信に

導かれながら、長期的な視座をもって大規模

に資本を投下し、社会変革のインパクトと力

強いリターンのどちらも生み出すことのでき

るポートフォリオを構築してきました。未来を

見据え、プラットフォームからコンピュート、イ

ンフラ、拡張性のあるエネルギー、そしてフィ

ジカルAIに至るまで、AIスタック全体を網羅

するポートフォリオを慎重に構築してきたの

です。

2025年度も、新規および追加投資を続け、

投資額は370億米ドルを超えました。新規

投資先には、Cast AI、Sierra、Emergent、

Classiqなどが含まれます。ロボティクスや

自律マシンを通じて、AIが物理世界へと実装

されていく「フィジカルAI」は、新たに重要な

投資テーマとなりました。われわれはこの分

野で20件超の投資を行っており、自律マシン、

ロボティクス、インテリジェント・インフラなど

を含むこれらの投資の未実現公正価値は、

合計で80億米ドル超に上っています。

OpenAIとのパートナーシップも、一段と

深化しています。OpenAIは、カテゴリーを

自ら切り拓き、今もそのあり方を再定義し続

けています。2026年3月時点で、9億人超

の週間アクティブユーザーを持つOpenAI

は、コンシューマー向けAIで圧倒的な存在で

あるとともに、エンタープライズ領域におい

ても勢いを増しています。SVF2が保有する

OpenAIの投資持分の公正価値は、2025年

度末現在796億米ドルに上っており、これは、

これまでの卓越した成長と、時代を代表する

同社へのわれわれの変わらぬコミットメント

世界をリードする
ASIプラットフォーマーへ

ASI革命はまだ始まったばかり
―未来を見据えて *4 Gartner「Gartner Says Worldwide AI Spending Will 

Total $2.5 Trillion in 2026」（2026年1月）

*1 Crunchbase「Global Venture Funding In 2025 Surged 
As Startup Deals And Valuations Set All-Time Records」
（2026年1月）

*2 Renaissance Capital「Gradual IPO Rebound Continues 
in 2025 Despite Volatility」（2026年1月）

*3 本セクションの数値は、すべて当社連結財務諸表上のセグメ
ント「ソフトバンク・ビジョン・ファンド事業」で計上した数値に
基づいています。外部投資家持分および税金等の控除前です。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド CEOメッセージ
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

62

1

8

41

50

ソフトバンク・ビジョン・ファンドの概要
2026年3月末現在

SVF1 SVF2 LatAm

出資コミットメント総額 986億米ドル 1,392億米ドル 78億米ドル
リミテッド・パートナー 当社および外部投資家 当社および経営陣*1 当社および経営陣*1

運営会社 SB Investment Advisers (UK) Limited
（当社海外100%子会社） 

SB Global Advisers Limited
（当社海外100%子会社） 

SB Global Advisers Limited
（当社海外100%子会社）

活動開始 2017年 2019年 2019年

存続期間 2029年まで
（SBIAに最大2回の1年延長オプションあり）

2032年まで
（SBGAに最大2回の1年延長オプションあり）

2032年まで
（SBGAに最大2回の1年延長オプションあり）

現在のフェーズ 価値向上・投資回収期間 投資期間 投資期間

レイトステージ投資先の価値実現
IPO市場が回復する中、2025年度は7社の投資先が上場を果たしました。具

体的には、PayPay、Klarna、Chime、eToro、Ethosのフィンテック企業5社と、
インドの LenskartおよびMeeshoの2社です。中でも、2026年3月のPayPay
の上場は、調達額が8億米ドルを超え、日本企業の米国上場として過去10年で最
大規模となりました。これにより、2017年のファンド活動開始以来、ソフトバンク・
ビジョン・ファンドが上場に導いた投資先企業は62社に上ります。
投資機会を的確に捉えながらも規律ある姿勢は維持し、市場環境を慎重に見

極めることで投資の価値最大化と流動化の機会を確実に捉えてきました。レイト
ステージ・ポートフォリオの公正価値は合計1,180億米ドルと、未公開投資先の公
正価値全体の87%を占めており、IPO環境が改善する中、流動化機会を捉えて
いく態勢が整っていることを示しています。

*2 活動開始来株式公開実績数には、上場日に投資した企業が含まれます。WeWorkおよびFull Truck Allianceは、SVF1およびSVF2の双方による投資実績がありますが、それぞれ1社として集計しています。
*3 SBIAによる分析。2026年3月末現在で、シリーズE以降または同等のレイトステージラウンドにおいて資金調達を実施した、またはSBIA分析に基づき近い将来に株式公開する可能性があると考えられる未公開投資先を含みます。公正価値は、2026年3月末現在で保
有するレイトステージ投資先の公正価値の合計です。未公開投資先の公正価値合計に占める割合は、2026年3月末現在で保有する未公開投資先の公正価値のうち、レイトステージ投資先の公正価値が占める割合です。

*4 主な銘柄には、*3で定義したレイトステージ投資先のうち、各ファンドの公正価値の大きな投資先を記載しています。ByteDance、Cohesity、Fanatics、Klook、OakNorthおよびOYOはSVF1の投資先です。Flipkart、OpenAI、Revolut、ShipBob、Vuoriおよび
WHOOPはSVF2の投資先です。Kavak、QuintoAndarおよびWellhubはLatAmの投資先です。

（注）本セクションで紹介する投資先は、SVF1、SVF2およびLatAmが行った投資のうち、株式公開済みまたは将来株式公開する可能性があるとSBIAが判断したものを例示の目的で掲載しており、投資案件の完全なリストではありません。本セクションでの投資への言及は、
特定の投資対象または証券の推奨として解釈してはなりません。将来行われる投資が、本セクションに説明される投資と質またはパフォーマンスの点で同等であると仮定すべきではありません。過去の業績は、必ずしも将来の業績を示唆するものではありません。

2018年
3月末

2020年
3月末

2022年
3月末

2024年
3月末

2026年
3月末

レイトステージ投資先（2026年3月末現在）

公正価値*3

1,180億米ドル

87%

未公開投資先の公正価値合計に占める割合*3

主な銘柄*4

活動開始来 株式公開累計実績 *2

*1 当社経営陣による共同出資プログラムが導入されており、経営陣の投資エンティティーが参画しています。
共同出資プログラムの詳細は「財務レポート2026 連結財務諸表注記 46.関連当事者 （1）関連当事者との取引 a.配当受領権制限付き共同出資プログラム」をご覧ください。
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https://group.softbank/system/files/pdf/ir/financials/annual_reports/financial-report_fy2026_ja.pdf
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